
答 申 第 ２ ４ 号
平成２６年２月１９日

徳島県知事 飯 泉 嘉 門 殿

徳島県個人情報保護審査会

会 長 上 原 克 之

個人情報の取扱いに関する制限の適用を除外する事項について（答申）

平成２６年１月６日付け保第５３７号で諮問のありましたこのことについて，

下記のとおり答申します。

記

個人情報の目的外の利用・提供制限の例外に関する事項（条例第７条第８号

関係）について

諮問された事項については，公益上の必要性があると認められます。



目的外目的外目的外目的外のののの利用利用利用利用・・・・提供制限提供制限提供制限提供制限のののの例外例外例外例外にににに関関関関するするするする事項事項事項事項（（（（条例第条例第条例第条例第７７７７条第条第条第条第８８８８号関係号関係号関係号関係））））

（個別事項）

臨時福祉給付金支給関係

番号番号番号番号 項 目 目的外利用項 目 目的外利用項 目 目的外利用項 目 目的外利用・・・・提供提供提供提供がががが認認認認められるめられるめられるめられる理由理由理由理由

１ （障害児福祉手当等関係） ○障害児福祉手当、特別障害者手当及び経過的福祉手

市町村における臨時福祉給付金の 当の受給者には、臨時福祉給付金支給にあたり加算

支給準備のため、障害児福祉手 措置が講じられるため、支給担当市町村は、当該手

当、特別障害者手当及び経過的福 当の受給者を確認する必要がある。

祉手当の受給者の氏名、生年月 ○このため、障害児福祉手当、特別障害者手当及び経

日、性別及び住所に関する個人情 過的福祉手当の認定権者である県が、福祉事務所を

報を福祉事務所を設置していない 設置していない町村に対し、当該手当の受給者に関

町村に対し、提供する場合 する個人情報を提供することは、公益上の必要性が

あると認められる。

２ （原子爆弾被爆者医療特別手当等 ○原子爆弾被爆者医療特別手当等の受給者には、臨時

関係） 福祉給付金支給にあたり加算措置が講じられるた

市町村における臨時福祉給付金の め、支給担当市町村は、当該手当の受給者を確認す

支給準備のため、原子爆弾被爆者 る必要がある。

医療特別手当等の受給者の氏名、 ○このため、原子爆弾被爆者医療特別手当等の認定権

生年月日、性別及び住所に関する 者である県が、当該手当の受給者の住所地である市

個人情報を市町村に対し、提供す 町村に対し、受給者に関する個人情報を提供するこ

る場合 とは、公益上の必要性があると認められる。

３ （施設入所等児童関係） ○臨時福祉給付金の支給に当たり、市町村は、施設入

市町村における臨時福祉給付金の 所等している児童等のリストを作成し、リストに記

支給準備のため、施設入所等児童 載のある児童等については、保護者から代理申請が

等の受給者の氏名、生年月日、性 あった場合でも支給せず、児童等本人に支給する必

別及び住所に関する個人情報を市 要がある。

町村に対し、提供する場合 ○このため、県が保護者の住所地及び施設等所在市町

村に対し、施設入所等児童等に関する個人情報を提

供することは、公益上の必要性があると認められ

る。
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